
令
和

年

月


日
火
曜
日

(号
外
特
第


号
)

官
報

































































































































ロ 投資組合財産持分割合に係る要件につい
て、投資組合財産持分割合が五十パーセン
ト未満とされる場合における合議体の範囲
を定める。
ハ その他所要の措置を講ずる。
 内国法人等の外国関係会社に係る所得の課
税の特例等について、次の見直しを行う。（第
二十五条の十九の三、第二十五条の二十二～
第二十五条の二十二の四、第二十五条の二十
六、第二十五条の二十七、第三十九条の十四
の三、第三十九条の十七～第三十九条の十七
の四、第三十九条の二十の三、第三十九条の
二十の四関係）
イ 一定の特定外国関係会社の範囲から除外
する外国関係会社に係る資産割合要件につ
いて、その外国関係会社の事業年度終了の
時における貸借対照表に計上されている総
資産の額が零である場合には、その事業年
度における資産割合要件の判定を不要とす
る。
ロ 外国関係会社の本店所在地国の外国法人
税の税率が所得の額に応じて高くなる場合
に最高税率を用いて租税負担割合を計算す
ることができる特例について、その最高税
率が適用されることが通常見込まれないこ
と等の事情により本特例を適用することが
著しく不適当であると認められる場合に
は、本特例を適用できない。
ハ 清算部分対象外国関係会社又は清算外国
金融子会社等について、法令又は慣行その
他やむを得ない理由により残余財産の確定
の日が一定の日後である場合における特例
清算事業年度の細目を定める。
ニ 部分適用対象金額又は金融子会社等部分
適用対象金額について、清算部分対象外国
関係会社又は清算外国金融子会社等に該当
する場合における異常所得の金額及び異常
な水準にある資本に係る所得の金額の算定
方法の細目を定める。
ホ 特殊関係株主等である内国法人等に係る
外国関係法人に係る所得の課税の特例につ
いて所要の改正を行う。

４ 資産課税
 マンション再生事業の施行者等が受ける権
利変換手続開始の登記等に対する登録免許税
の免税措置について、マンション再生事業に

より取得する土地に関する権利の価額のうち
課税されるものの範囲の見直しを行う。（第四
十二条の三関係）
 診療所の用に供する建物を建築した場合の
所有権の保存登記等に対する登録免許税の税
率の軽減措置について、対象となる区域の範
囲等を定める。（第四十二条の七関係）
 認定民間都市再生事業計画に基づき特定都
市再生緊急整備地域内に特定民間都市再生事
業の用に供する建築物を建築した場合の所有
権の保存登記に対する登録免許税の税率の軽
減措置について、対象となる都市再生事業の
要件に公共施設面積割合が百分の十以上であ
ることを加える。（第四十三条の二関係）
 地盤の液状化により被害を受けた土地に係
る所有権の移転登記に対する登録免許税の免
税措置について、対象となる土地の範囲を定
める。（第四十四条の四関係）

５ 消費課税
自動車重量税率の特例措置の適用対象となら
ない免税対象車等の範囲に、一定の環境性能を
有する軽油自動車を加える等の見直しを行う。
（第五十一条の二関係）
６ その他所要の規定の整備を行う。
７ 施行期日
この政令は、一部の規定を除き、令和八年四
月一日から施行する。（附則第一条関係）

３ 新産業創出等推進事業促進区域における開発
研究用資産の特別償却制度等について、提出新
産業創出等推進事業促進計画の変更により新た
に計画区域となった区域における本措置の適用
期限を三年延長する。（第十三条、第十八条関係）
４ 住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別
控除の控除額に係る特例について、住宅借入金
等を有する場合の所得税額の特別控除の改正に
伴う所要の整備を行う。（第十五条の二関係）
５ 特別貸付けに係る消費貸借に関する契約書の
印紙税の非課税措置について、特別貸付けを行
う公的貸付機関等の範囲から株式会社東日本大
震災事業者再生支援機構を除外する。（第三十七
条関係）
６ その他所要の規定の整備を行う。
７ この政令は、一部の規定を除き、令和八年四
月一日から施行する。（附則第一条関係）

◇租税条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及
び地方税法の特例等に関する法律施行令の一部
を改正する政令（政令第九十九号）（財務省）
１ 租税条約の限度税率が住民税をも含めて規定
されている場合における法人税の軽減額の計算
に係る限度税率の整備を行う。（第四条関係）
２ この政令は、令和八年四月一日から施行する。
（附則関係）

◇内国税の適正な課税の確保を図るための国外送
金等に係る調書の提出等に関する法律施行令の
一部を改正する政令（政令第百号）（財務省）
１ 財産債務調書制度の提出義務の判定の基礎と
なる所得の金額について、特定暗号資産に係る
譲渡所得等の課税の特例等の創設に伴う所要の
規定の整備を行う。（第十二条の二関係）

２ この政令は、金融商品取引法及び資金決済に
関する法律の一部を改正する法律の施行の日の
属する年の翌年の一月一日から施行する。（附則
関係）

◇租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法
律施行令等の一部を改正する政令（政令第百一
号）（財務省）
第１ 租税特別措置の適用状況の透明化等に関す
る法律施行令の一部改正
１ 租税特別措置の適用状況の透明化等に関す
る法律の適用対象から除かれる租税特別措置
法の規定の範囲の見直しを行う。（第一条関
係）
２ 適用額明細書の提出義務の対象となる法人
税関係特別措置の範囲の見直しを行う。（第二
条関係）
３ その他所要の規定の整備を行う。
第２ 租税特別措置の適用状況の透明化等に関す
る法律施行令の一部を改正する政令（令和五年
政令第百五十号）の一部改正
所得税法等の一部を改正する法律（令和五年
法律第三号）の一部改正に伴い、所要の規定の
整備を行う。（附則第一項関係）
第３ 施行期日
この政令は、一部の規定を除き、令和八年四
月一日から施行する。（附則第一項関係）

◇東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の
臨時特例に関する法律施行令の一部を改正する
政令（政令第百二号）（財務省）
１ 企業立地促進区域等において機械等を取得し
た場合の特別償却又は特別税額控除制度につい
て、特定事業活動振興計画に係る措置及び新産
業創出等推進事業促進計画に係る措置の対象と
なる減価償却資産の範囲を定めるとともに、新
産業創出等推進事業促進計画に係る措置につ
き、提出新産業創出等推進事業促進計画の変更
により新たに計画区域となった区域における本
措置の適用期限を三年延長する。（第十二条の
二、第十七条の二関係）
２ 企業立地促進区域等において避難対象雇用者
等を雇用した場合の特別税額控除制度につい
て、新産業創出等推進事業促進計画に係る措置

の対象となる雇用者のうち新産業創出等推進事
業に関する専門的な知識及び技能を必要とする
業務に従事する者の範囲を、福島復興再生特別
措置法に規定する廃炉等、ロボット、農林水産
業その他復興庁令で定める分野に該当する新産
業創出等推進事業で当該分野に関する産業の集
積に特に資する事業に関する専門的な知識及び
技能を必要とする業務に従事する者に限定す
る。（第十二条の三、第十七条の三関係）

◇復興特別所得税に関する政令の一部を改正する
政令（政令第百三号）（財務省）
１ 復興特別所得税に係る関係法令の適用の特例
について、所要の規定の整備を行う。（第十三条
関係）
２ その他所要の規定の整備を行う。
３ この政令は、令和九年一月一日から施行する。
（附則第一項関係）

◇新型コロナウイルス感染症等の影響に対応する
ための国税関係法律の臨時特例に関する法律施
行令の一部を改正する政令（政令第百四号）（財
務省）
１ 租税特別措置法の一部改正に伴い、所要の規
定の整理を行う。（第四条、第四条の二関係）
２ この政令は、令和八年四月一日から施行する。
（附則関係）
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